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（参考１）平成２７年（２０１５年）岐阜県産業連関表の基本フレーム 

 

１ 基本フレーム 

（１）対象期間及び記録の時点 

平成27年(2015年)１月から12月までの１年間における岐阜県内の財・サービスの生産活動や取引

が対象である。記録の時点は、原則として生産及び取引が実際に行われた時点を記録する「発生主義」

を採っている。 

 

（２）評価方法 

取引活動の大きさは金額で評価している。 

ア 県内生産額の価格評価は、実際に取引された価格に基づく評価である。 

イ 輸出入品の価格評価は、普通貿易の輸入品はＣＩＦ価格に基づく評価、普通貿易の輸出品はＦ

ＯＢ価格に基づく評価である。 

 

（３）産業連関表の基本構造 

ア 産業連関表は、（行）商品×（列）商品の表とし、経済センサスや各種１次統計資料等を基に

直接作成した。 

イ 各取引額に商業マージン及び貨物運賃を含まない生産者価格評価表を作成した。 

ウ 実際に取引される額の大きさを的確に表すため、各取引額は消費税を含めた額で表しており、

その納税額については、粗付加価値部門の間接税に含めている。 

 

（４）部門分類 

ア 部門分類の原則 

産業連関表を構成する部門のうち、行部門（ヨコ）は、商品の販路構成を表す部門であること

から、原則として商品により分類した。また、列部門（タテ）は、生産活動ごとの費用構成を表

すものであることから、原則として「生産活動単位」、いわゆる「アクティビティ・ベース」に

より分類した。なお、基本分類は、生産活動単位による分類のほか、国際連合統計委員会から示

された国民経済計算体系（ＳＮＡ）との整合性を図るため、「生産活動主体」による分類機能も

有している。 

 

 

 

ＣＩＦ価格（Cost Insurance and Freight）：国際貨物運賃・保険料を含む価格 

ＦＯＢ価格（Free on Board）：商業マージン・国内貨物運賃を含む価格 

商品：財・サービスを生み出す生産活動（activity）と一体の概念である。 
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産業連関表の生産活動主体分類とは 

産業連関表の取引基本表の記録対象となる商品の多くは、「生産に要した費用を回収する価格で、市

場で販売することを目的として生産される財・サービス」であり、これら商品の生産・供給主体は専ら

「市場生産者」である。しかし、取引基本表では、このほかに、一般政府や対家計民間非営利団体から

供給される以下の二つも含まれる。 

①コストに見合わない価格又は無償で提供される財・サービス 

②市場において販売されない財・サービス 

産業連関表では、これらの関係を明らかにするため「生産活動主体分類」を設けている。これは、財・

サービスの生産・供給主体に着目し、基本分類を市場生産者、非市場生産者（対家計民間非営利団体（★））、

非市場生産者（一般政府（★★））からなる活動主体別に分類するものである。 

民間活動 

市場生産者 

公的活動 

 

生産活動主体   非市場生産者（対家計民間非営利団体（★）） 

 

公務 

非市場生産者（一般政府（★★））   準公務 

社会保障基金 

注）生産活動主体分類は、基本分類の名称末尾に★印を付すことにより区分する。 

無印 ：市場生産者 

★   ：非市場生産者（対家計民間非営利団体） 

★★ ：非市場生産者（一般政府） 

 

イ 基本分類及び統合分類 

（ア）分類体系について 

基本分類は、〔行〕509部門×〔列〕391部門である。 

統合分類は、この基本分類に基づき、活動内容が類似した分類を統合したものであり、統合

小分類（187部門）、統合中分類（107部門）及び統合大分類（37部門）がある。また、取引

基本表を１枚の紙で表すことを目的として、統合大分類を更に集約した分類として13部門分

類がある。 

（イ）部門分類の見直し 

平成２７年表における部門分類については、日本標準産業分類の改定（平成25年10月）や

経済構造の変化を勘案し見直しを行った。主な変更は以下のとおりである。 
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a  基本分類 

・平成２３年表における「社会福祉（国公立）★★」、「社会福祉（非営利）★」及び「社

会福祉（産業）」から分割し「保育所」を新設した。 

・平成２３年表における「飲食サービス」を、「飲食店」及び「持ち帰り・配達飲食サービ

ス」に分割した。 

 

ｂ 統合分類 

・平成２３年表では統合分類「製造業」に含まれていた「学校給食」を統合分類「教育」に

変更した。 

 

（ウ）部門分類数について 

今回の平成２７年表、前回の平成２３年表及び前々回の平成１７年表における基本分類及び

統合分類の部門分類数は、下記のとおりである。 

 

＜部門分類数の推移＞ 

 平成１７年表 平成２３年表 平成２７年表 

（１）基本分類 （行） 520 518 509 

（列） 407 397 391 

（２）統合小分類 190 190 187 

（３）統合中分類 108 108 107 

（４）統合大分類 34 37 37 

 

ウ 最終需要部門と粗付加価値部門 

（ア） 最終需要部門及び粗付加価値部門に、家計外消費支出を設定している。 

（イ） 関税及び輸入品商品税は、粗付加価値部門の間接税には含めず、最終需要部門の輸入に含

めている。 

（ウ） 平成２３年表において「家計外消費支出」部門に含まれていた娯楽・スポーツ費を「雇用

者所得」部門に含める変更を行った。 

（エ） 平成２３年表まで設けていた「調整項」部門について、部門自体は削除し、調整項相当額

を各部門の取引額から控除せず、輸出部門に計上する変更を行った。 
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（５）特殊な取扱い 

ア 帰属計算 

次のものについて帰属計算を行った。 

（ア） 金融仲介サービス 

（イ） 生命保険及び損害保険の保険サービス 

（ウ） 持家住宅及び給与住宅等に係る住宅賃貸料 

 

イ 仮設部門の設定 

産業連関表の内生部門は、商品又はアクティビティに基づき設定したが、その中には、次に掲げ

るとおり、独立した一つの産業部門とは考えられないものが含まれている。これらは、産業連関表

の作成・利用上の便宜等を考慮して「仮設部門」として設けたものである。なお、仮設部門には粗

付加価値額は計上されない。 

（ア） 古紙、鉄屑及び非鉄金属屑 

（イ） 自家輸送（旅客自動車、貨物自動車） 

（ウ） 事務用品 

 

ウ 物品賃貸業の取扱い 

「使用者主義」と「所有者主義」の二つの考え方が存在する物品賃貸業については、「所有者主

義」により推計した。また、不動産賃貸業及び労働者派遣サービスについても、「所有者主義」で

推計している。 

 

（６）2008SNAへの対応 

産業連関表は、SNAとの整合性を図るため、その概念を段階的に取り入れている。平成２７年表で

は、2008SNAの概念を順次取り入れる。主なものは次の通りである。 

ア 研究開発の固定資本としての計上 

イ 所有権移転費用の扱いの精緻化 

ウ 防衛装備品支出の国内総固定資本形成及び原材料在庫純増への計上 

エ 建設補修の一部（建築物リフォーム・リニューアル工事）の国内総固定資本形成への計上 

 

（出典：総務省「平成27年（2015年）産業連関表‐総合解説編-」） 

 

 

所有者主義：物品を所有する部門（所有者）に、その経費等を計上する考え方であり、物品賃貸収入の総額が物品賃貸部門の

生産額となり、各生産部門は物品賃貸料（支払）を物品賃貸部門からの中間投入として計上している。 
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（７）その他利用上の注意 

 

ア  統計表の数値は、四捨五入の関係で、内訳計と合計が一致しない場合がある。 

 

イ  部門分類が平成２３年表とは異なっており、また、概念・定義あるいは推計方法に変更があっ

た部門もあるため、時系列では単純に比較できない場合がある。 
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２ 統計表一覧 

 

（注）部門分類の列に記載の番号（例：1-1、6-1-1）は、統計表の番号を示す。 

統計表の名称 

部門分類 

13部門分類 
統合大分類 

（37部門） 

統合中分類 

（107部門） 

取引基本表 ①生産者価格評価表 1-1 2-1 3-1 

係数表 

①投入係数表 1-2 2-2 3-2 

②逆行列係数表     1ˆ 
 AMII   1-3 2-3 3-3 

③逆行列係数表   1
 AI   1-4 2-4 3-4 

④最終需要項目別生産誘発額 1-5 2-5 3-5 

⑤最終需要項目別生産誘発係数 1-6 2-6 3-6 

⑥最終需要項目別生産誘発依存度 1-7 2-7 3-7 

⑦最終需要項目別粗付加価値誘発額 1-8 2-8 3-8 

⑧最終需要項目別粗付加価値誘発係数 1-9 2-9 3-9 

⑨最終需要項目別粗付加価値誘発依存度 1-10 2-10 3-10 

⑩最終需要項目別移輸入誘発額 1-11 2-11 3-11 

⑪最終需要項目別移輸入誘発係数 1-12 2-12 3-12 

⑫最終需要項目別移輸入誘発依存度 1-13 2-13 3-13 

⑬移輸入係数、移輸入品投入係数、総合移輸入

係数及び総合粗付加価値係数 
1-14 2-14 3-14 

付帯表 

①雇用表 5-1 5-2 5-3 

②労働誘発係数等 
   

②－１就業誘発係数 6-1-1 6-2-1 6-3-1 

②－２最終需要項目別就業誘発数 6-1-2 6-2-2 6-3-2 

②－３最終需要項目別就業誘発係数 6-1-3 6-2-3 6-3-3 

②－４最終需要項目別就業誘発依存度 6-1-4 6-2-4 6-3-4 

②－５雇用誘発係数 6-1-5 6-2-5 6-3-5 

②－６最終需要項目別雇用誘発数 6-1-6 6-2-6 6-3-6 

②－７最終需要項目別雇用誘発係数 6-1-7 6-2-7 6-3-7 

②－８最終需要項目別雇用誘発依存度 6-1-8 6-2-8 6-3-8 

 

 


